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再エネ・省エネシリーズ　第３弾
電力自由化　「乗換」はお済ですか？ 
あなたのチョイスが再エネ応援！！
　４月から始まった電力の完全小売自由化。あなたの家ではもう再生可能エネルギー（再エネ）比率の高い会社への切り替えはお済でしょうか。原発由来の電力を使いたくない、地球温暖化をくい止めたい、再生エネを応援したいと思っているあなた、迷っているあなた、「新電力乗換のつどい」にようこそ！切替情報をお届けします。　　
日時　　　１１月２６日（土）　午後２時から４時
場所　　　文化パルク城陽　西館　第４会議室　
（近鉄寺田駅南へ徒歩10分　城陽市寺田今堀　1　）
テーマ　　電力自由化は再エネ普及のチャンス！
　ネガワットでおなじみになった朴先生（関西学院大学教授）の電力自由化ミニミニ講演とループ・京都生協・生活クラブ生協・ソフトバンクなどの新電力各社アピール、乗換の感想などをまじえて楽しく交流します。また、イベント後に参加会社の乗換相談のコーナーを設けます。

　また、地球にやさしいことは家計にもやさしいことを実感していただく「省エネ診断」も実施します。　　　　　　　　　　　　　入場：無料　事前申込：不要　
　後援・京都新聞・城南新報・洛南タイムス
　　　　会場には節水シャワーヘッドやワットチェッカーなどのグッズを用意しています。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　詳しくは別添チラシをご覧下さい
ありがとうございました
１０号機・安田発電所（寺田塚本）まもなく点灯式です
　今年度第１回の太陽光発電所は西城陽中学校近くの農業用倉庫の屋根に設置されました。ご協力いただいたみなさんありがとうございました。関電との連携系統・売電がまもなく行われます、出力は５．５６５ｋｗ。近く点灯式を予定しています。

　今年度第2号目を目指しています、 原発ゼロ、地球温暖化防止と再生可能エネルギー普及への貢献を願うみなさん、あなたの屋根に、農地にソーラーパネルの設置をぜひご検討ください。
講演と省エネ診断会に３７名が参加、診断には２３名も！
「省エネ・再エネは地球・地域　そして家計にも、やさしい！」を29日に開催
１０月２９日（土）の午後２時から城陽駅近くの「ぱれっとＪＯＹＯ」において講師に木原浩貴氏（京都府地球温暖化防止活動推進センター事務局長）をお招きして「省エネ・再エネは地球・地域　そして家計にも、やさしい！」の講演と省エネ診断会を開催しました。会場には城陽・久御山などから３７名の方々が参加され、２３名の方は省エネ診断もされました。
講演の要旨は次の通りです
世界で最も幸せに暮らせる国の1位はコスタリカと言われています、何故でしょうか。理由その１は常備軍を廃したこと。理由その２は自然エネルギー先進国、９０％を風力や地熱で発電している。自然エネルギーが多いことが豊かで幸せ？今日はそのことを考えていきたいと思います。
気温の上昇は疑いのない事実、京都の気温は少し前の鹿児島気温と並ぶほどになっています。台風が大型化し、異常気象の多発。この状態を私たちの子や孫に預けてしまっていいのでしょうか。
気温の安定化のためには温室効果ガスの排出量を０にすることが必要となっています。２０１５年末のパリ会議で“排出量を０”にする「パリ協定」に世界が合意、１１月４日に発効しますが、日本はこの日に条約締結国として参加できない事態となっています。とても残念。
ところで温暖化対策は生活の質を高める？と言う問いに世界の平均は６６％がイエスと答えています。フランスなどは８１％、日本は１７％。この落差！我慢が温暖化対策となっています、ここにいる方々はそのようには思っていない人たちと思いますが、多くの日本人はそうではない。ここに温暖化対策の一つの切り口があります。
日本の化石燃料の輸入額は１８兆円です、額が大きすぎてわかりません。そこで１人当たりにしてみました、１４万円です。４人家族なら約６０万円。私たちはせっせとこれだけのお金を産油国に払っています。あの爆買いと言われている外国の方の支出額が３．５兆円、いかに多額のお金が国外に流出しているかわかると思います。このお金が地域に流通したとしたらどれだけ豊かに暮らせるかは充分想像できるのではないでしょうか。例えば城陽市は人口７７０００人ですから１００億円になります。地域にこれだけのお金を取り戻すことができます。
日本の化石燃料の輸入量の推移を見るとリーマンショックで経済活動が低下し、減少となりました。そして次の年から徐々に増え始めて２０１１年を迎えました。原発が止まっていても大きく増えてはいません。再生可能エネルギーの普及や節電の取組が輸入量を減少させているわけです。それが量ではなく額ベースで見てもその通りになっています。２０１５年がガクンと落ちています。為替レートの変動と石油価格の低減が重なり合って急激な落ち込みとなって表れています。
海外の事例
昨年と今年の２年にわたって欧州の再エネ・省エネ事情を視察に行っていきました。シェーナウ市のことは映画にもなりましたのでご存知の方も多いと思います。行ってきました。その町以外にも再エネ・省エネの町はあちこちにあります。シュタイアーベルグ村は人口５２００人主要な産業は農業の村です。ここでは１００％再生可能エネルギー自治体の認証を得ています。小水力や協同組合方式による地域冷暖房、併せて光ファイバーも埋設するなど積極的に地域のくらし良さに挑戦しています。オーデンバルト市民エネルギー共同組合や人口１７７万人を超えるドイツ第二の都市ハンブルグ市でも電力の再公有化が議会で決まり、併せて再エネ・節電の取り組みが始まっています。また、ドイツを代表するまちフランクフルト市（人口７０万人）でもキリスト教系の福祉団体による省エネの取り組みが始まっています。低所得の方の家に行って、省エネ出来そうな箇所を見つけて後日、実際に危惧を持って行き取り付けや使い方の説明、冷蔵庫の買替に使えるクーポンを渡すなどの施策を展開しています。これにより１０００件の家に６００万円のプレゼントで１億円の省エネ効果があったと言われています。
ドイツの話をすると脱原発と言っているがフランスから原発の電気を買っているではないか、との反論があります。ドイツは再生エネが発電に占める割合は３２．５％、そして電力の輸出国です。フランスにも大量の電気を輸出しています。特に冬の暖房用電力はドイツの電力がなければ賄えない状態です。決してフランスの原発がドイツの脱原発を支えているのではありません。全く逆なのです。
さて、私たちのできる省エネとは何か、それは“選べば減らせる”と言う事です。
日々出来る選択、例えば食材は旬のものを買いましょう、地場のものを食べましょう。時々出来る選択では、白熱灯からＬＥＤへの買替、節水シャワーへの取替などです。
そして買替の時にできる選択は、冷蔵庫やエアコンは少し高めですが省エネ型にしましょう。また、家を買うとき建てるときリフォームするときは断熱性が高い家を選びましょう。“選べば減らせる”のです。　ありがとうございました。
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主な質疑
Ｑ：太陽光発電の話が出てこないで、省エネ　
の話。それも知っていることばかりだ。
Ａ：このような話を既にご存知なのは意識の高い方ではないかと思う。「節電は発電」との思いもあり、昨年のネガワットの講演が契機となって、今回はこのような企画にした。
Ｑ：九州のみやま市がみやま電力を立ち上げた。京都府下でそのような動きはないか　
Ａ：残念ながら聞いていない。豊田さんが詳しいので聞かれるといいと思う。
Ｑ：京都には神社仏閣が多い。それらの屋根にパネルを寄進して発電したらどうか
Ａ：話が無いわけではなかったが、今は進んでいないと聞いている。
Ｑ：ストーブを使っているが薪の購入に苦労している。建築廃材を使えないか。
Ａ：建築廃材は産廃の取り扱いになるので公的にはむつかしいだろう。また、最近の家は合板や化学物質を使用していることがあるので、燃やしていいかどうか問題を含んでいる。山の持ち主と直接話をして間伐材を薪にしている方（宇治市炭山）などもいる、山をもっているかたは山の管理に困っていることが多いので情報を共有することでお互いが助かることがあるのではないか。

省エネ診断では新聞のリサイクルやごみの分別、詰め替えの商品を購入するなど
高い環境意識の方が多いことが注目されました。
――――――ご活用ください。―――――――
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このニュースと一緒に５種類の資料をお届けしています。
①冷蔵庫でCO2  ﾀﾞｲｴｯﾄ（新バージョン、2016年度版）

②地球温暖化って、何？

③温暖化を防ぐ７つの方法

④LED電球の特徴ポイント

⑤オフィス、お店の照明をLED化しませんか。

⑥雨水を貯めて使おう

 

電力の小売り自由化　８．９月に４１万件27.9％の伸び、３％超える
　４月の電力の小売り全面自由化で新電力と呼ばれる小売会社が５００社以上生まれました。今、準備中の会社もありますのでさらに増えていきます。
　７月末に１４７万３０００世帯だった乗換件数は夏の需要期に７月比２７％、４１万１３００件増えて１８８万４３００件となりました。４月からの伸びに比べ大きく進展しましたが、全国の需要家５０１１万世帯に対してはまだ３．０１％でしかありません。みんなの力でもっと乗換をすすめていきましょう。
	日付
	7月末
	9月末
	差
	伸び率
	9月末割合

	北海道
	75000
	94700
	19700
	26.3%
	3.43%

	東北
	40500
	57000
	16500
	40.7%
	1.04%

	東京
	870200
	1083100
	212900
	24.5%
	4.72%

	中部
	108600
	146300
	37700
	34.7%
	1.92%

	北陸
	3900
	6000
	2100
	53.8%
	0.49%

	関西
	299200
	380900
	81700
	27.3%
	3.78%

	中国
	4600
	7700
	3100
	67.4%
	0.22%

	四国
	7300
	11900
	4600
	63.0%
	0.61%

	九州
	63700
	96700
	33000
	51.8%
	1.56%

	沖縄
	0
	0
	0
	0.0%
	0.00%

	全国合計
	1473000
	1884300
	411300
	27.9%
	　

	乗換率
	2.90%
	3.01%
	　
	　
	3.01%


　　　　　　　　　　朝日新聞
2016.10.08より
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注；沖縄には新電力の会社がありません
温暖化対策の新枠組、パリ協定が4日に発効
世界の平均気温を産業革命以前より2度未満に抑えるなど、温暖化の新しい国際的枠組みとなるパリ協定が92ヶ国の批准で4日に発効しました。日本は4日現在、批准していません。
· 会員の皆様へ―――――――――――――――――――――――――――――――
12月上旬に1号基の第２回返済を予定しています。　
2016年度の会費（500円／年）がまだの方は納入をお願いします。お振込み希望の方は別途ご連絡ください。
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